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         事業の概況と今後の見通し 

        ( 事 業 報 告 )   

  第３１期事業年度(平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで) 
                                         

 １.  当期の概況について 

(１) 全体の状況 

当第３１期も、前期からの方針に添って、新しい時代に適応する第３セクタ 

ーを目指しました。現在当社は、一般的な公共セクターとは異なる発想や手法を

併せ持つ株式会社の特性を最大限に発揮して歩みを進めている途上です。 

 

第３１期の事業の特徴 

平成２６年度から開始した大田区の高齢者住宅の指定管理者受託内容を、 

「施設維持管理」「居住者管理」「危機管理」の３つ視点に整理し、それぞれに対

してより充実した体制を構築して事業推進を図り、第３１期も安定した成果を上

げることができました。 

また、平成２６年１１月から受注した「大田区空家等地域貢献活用事業」は今

日的な課題である「空家の増加」に対応するための大田区の一施策であり、専門

窓口において各種の相談に応じつつ、有効活用できる空家の所有者からの登録と、

活用したい利用者の登録を募り、双方の意向や条件を擦り合わせてマッチング作

業を行いました。一般不動産市場に出てこないような物件を中心に当期末までに

６件の不動産物件のマッチング成立を実現し、地域の社会貢献事業に転用させま

した。実績は「保育ママの保育施設」「建物と庭を子供たちが自由に使える家」「国

際交流のための英会話教室」「精神障がい者のためのグループホーム」2 件、「国

際交流ゲストハウス」です。 

さらに、平成 28 年 8 月からは「空家対策特別措置法」に準拠する大田区条例

に基づき、「空家対策総合窓口」事業の委託を受け、事業開始をしたところです。

なお、上記 2 つの空家関係窓口は、平成 29 年 4 月より窓口を一本化し当社が大

田区より委託を受けて事業を進めてまいります。 

 

当社は平成２４年度の売上減少を受け、平成２５年度より内部努力と会社再生

の準備を進めてきたところでありますが、平成２８年度は新規事業を含めて事業

再編と会社再生へ向けての努力の成果が大きく実現化してきております。 
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 これらの結果、今期の売上高は２億４，０２３万円となり、純益３０１万円の

黒字計上をするに至りました。（鉄道駅舎事業２億７，６８６万円・特別利益１

２０万円 及び単年度売り上げとしての「京浜島売上」４３８４万円を除く） 

 

※ 参考値：前期・第３０期実売上高２億１，４３９万円 ・ 純益６０３万円。 

  

 

平成２８年度はまだまだスタート地点の位置にあり、当社が解決すべき課題は

山積しております。大田区の地域社会において公共と民間の連携・協働によるま

ちづくりを推進するという社会的責任を力強く担い、ステークホルダーに愛され

期待される会社を目指し、事業と組織の改革、社会的立場の強化等、不断の努力

で一つ一つの仕事と検証を通して成果を出していく必要があります。 

 

 

（２) 第３１期（平成２８年度）の売上高 

 

  （損益計算書の数値に基づく売上高） 

  事業名      売上高  (千円)      割合 

売上高 １    ８８，９４９      ３７．０％ 

  売上高 ２     ８，７３１       ３．６％ 

  売上高 ４    １５，５７４       ６．５％ 

  売上高 ５   １２６，９７９      ５２．９％ 

  純売上高    ２４０，２３３     １００．０％ 

 

 

別計上について（京急蒲田駅駅舎関連）  

当社決算は「京急蒲田駅総合改善事業」の負債「駅総預り金」を「京急蒲田駅

駅舎賃収入」で相殺返済しています。この数値が売上高に比して大きいため第３

１期の損益計算書の中で「京急蒲田駅駅舎賃収入」を【特別利益】、相殺返却分

と租税公課（８，４７７万円）を【特別損失】として別計上し、経常損益金額と

分離表示しました。 

従前当事業は売上高３に計上していましたが別計上としたため「売上高３」は

現在科目計上していません。 

                                   

１)売上高 １ 



- 3 - 

 

①  プラム蒲田の建物の管理業務受託 

  プラム蒲田２３戸の維持修繕及び管理業務を受託しています。 

  当社で工事設計・現場監理を行い外注工事で建物管理を行っています。 

 

 ② 自転車駐車場管理、自転車保管業務受託 

 アロマ地下自転車駐車場(他６箇所)の管理及び撤去自転車の保管所(第五 

    保管所)の管理を受託しています。当社で利用料金の収納及び施設の管理を 

行い、管理要員は外注しております。なお第３１期から新規駐輪場４箇所 

がこの項目に加わりました。 

 

 ③ プラムハイツ糀谷の建物管理業務受託 

   借り上げ型区民住宅の建物の共用部の維持管理を受託しており、当社が 

工事設計・現場監理を行い工事は外注しています。オーナーへの報告、必 

要な工事提案等を行っています。 

 

 ④ シルバーピア南蒲田業務受託 

    借り上げ型シルバーピア住宅の設備管理・保守点検を行っております。 

    

２)売上高 ２ 

  ① 大田幸陽会会館の建物管理業務受託 

社会福祉法人大田幸陽会からの受託で、施設全体の管理を行っています。 

  ②  おおもり園の設備維持・修繕業務の受注 

  ③  池上長寿園の設備維持・修繕業務の一部受注 

  ④ 小破等の居住者個人の負担区分の修繕相談とその手配および受注 

 

３)売上高 ３ 

 現在科目計上していません。 

 

 

４)売上高 ４ まちづくり関連業務 

   空家等地域貢献活用事業および空家対策総合窓口事業を計上しています。

なおこの２事業は平成２９年４月より事業を一本化して受託しています。 

 

５)売上高 ５ 大田区高齢者住宅指定管理者業務の受託 

   シルバーピア２０棟４０２戸、高齢者アパート１３棟１９９戸の「施設維 

持管理業務」と、入居者選定、家賃徴収、施設入所や死亡による退出手続き 
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等の「入居者管理業務」と、２４時間緊急通報システムの管理と緊急時出動 

生活協力員による相談及び入居者の状況把握、巡回訪問による相談及び状況 

把握等の「危機管理業務」の３つの現場対応業務の他、大田区の高齢福祉部 

局、さわやかサポート(地域包括支援センター）、福祉事務所、民生委員、自 

治会・町会、警察・消防等との連絡、情報交換、共同作業が主な業務となり 

ます。 

平成２７年度からは、空き部屋の早期入居を図り施設稼働率の向上を行っ 

ています。また、再委託をしていた生活協力員を全て直営化し、管理の一元 

化と効率化を行い、サービスの向上が進みました。 

 

 

(３) 京急蒲田駅総合改善事業について 

 平成１３年度より進められてきた京急蒲田駅３階部分を建設する当該事業 

は、平成２５年度末をもって事業終了しました。 

 当社は、第三セクターとしての立場で、国、東京都、大田区、神奈川県、 

横浜市、川崎市から総事業費の４０％の補助金を受け、残りの６０％を京急 

電鉄から預託金（借入金）を受けて施工主として駅舎の建設を行い、現在、 

当社の有形固定資産として保有しています。（貸借対照表参照） 

この駅舎及び３階施設の資産に関して、京急電鉄から預託金（借入金）は平 

成２４年１０月以後、京急電鉄からの賃貸収入を相殺する形で返済をしてお 

り、毎年同額の減価償却を計上しております。 

 損益計算書では「特別利益」及び「特別損失」で計上しております。 

 

(４) 京浜島粗大ごみ中継業務について 

 また、「資源循環に関する業務」として平成 28 年 4 月に開始した大田区の粗

大ごみの中継センター（京浜島中継所）の管理運営については、大田区内に発

生する粗大ごみを一元的に集中管理分別する事業ですが、大田区の事業方針が

確立したため一般社団法人に事業移管を行い、当社での事業は終了しました。 

 当事業が単年度事業であったため、損益計算書では「営業外収益」と「営業

外費用」として計上しました。 

 

 

(５) 決算報告書の内容について 
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1) 貸借対照表 

「駅総預り金」や「有形固定資産」のうち「建物・構築物」などの数字が 

   大きくなっている部分は、今後相殺していく駅総合改善事業で形成された 

駅舎資産の分になります。 

 純資産合計は、当期純益３０１万円余を加え９，４４０万円余となりま 

した。 

 

2) 損益計算書 

   今第３１期の売上高は２億４，０２３万３千円で、前年度の実質売上高 

  の２億１，４３９万９千円に比して２，５８３万４千円の増となります。 

 

           対 前 期 比 較           （単位千円） 

    項  目  第 30 期（決算） 第 31 期（決算）  

売上高  ２１４，３９９    ２４０，２３３ 

売上原価及び一般管理費  ２０７，６９１  ２３７，５１７ 

営業利益     ６，７０８    ２，７１６ 

営業外収益・費用他        ８８      ９３２ 

経常利益     ６，７９７    ３，６４８ 

 

  

 

3) 販売費及び一般管理費 

   今期販売費及び一般管理費は９，３２０万円となり、対前年度比３，２ 

２１万円増となりました。これらは事業拡大に伴う人員増による人件費 

増と、新人事制度と新給与体系の一部導入に伴う支出増、および当期よ 

り科目存置した「賞与引当金繰入額」計上によるものです。 

 

 

4) 株主資本等変動計算書 

   当期純益３０１万円を加え株主資本合計が９，４４０万円余となりまし 

た。 

 

 

２. 今後の見通しについて 
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    第３２期事業年度以降の取り組み(平成２９年４月～  ) 

 

(１) 第３２期の売上の見通し  

 受託業務については、第３２期売上高予測として、駅総・駅舎賃貸関連を 

除き、年度当初の大田区及びその他の取引先との契約締結実績等に基づき試 

算しました。 

今期は売り上げの伴う事業拡大はほとんどなく、研究、開発等の投資的経 

費の支出が予測されます。売上高は２億３，９０３万円、対第３１期比１２０

万円余減を当初予測しています。 

 

        次期売上予測（対当期比較）      （単位千円） 

    第 3１期決算額  第 32 期契約予測額   増 減 

売上高１   ８８，９４９    ９２，３４２  ３，３９３ 

売上高２    ８，７３１     ４，８１４  △３，９１７ 

売上高３        ０         ０       ０ 

売上高４   １５，５７４    １６，８７５     １，３０１ 

売上高５  １２６，９７９   １２５，０００  △１，９７９ 

合 計  ２４０，２３３   ２３９，０３１  △１，２０２   

 

   

  大田区の業務委託に関する厳しい現状認識から今年度も更なる効率化、サ 

ービス向上、価格の低廉化を求められると思われます。当社といたしまして 

は、当社の特性を生かしながら、より一層のサービス向上に努め、区からの 

受注を確保し、新規事業拡大を追求してまいります。 

 また、受注の在り方について、新規事業の拡大につなげるための研究・開 

発を強化していきます。 

前期より、京急蒲田駅周辺の自転車駐輪場管理に対して当社は駅周辺のエ 

リア管理及び放置自転車の動向調査や近隣の３町会との協働事業を駐輪場管 

理業務と併せて事業提案し受託しました。 

 この取り組みは従前の「施設単独管理委託」からエリア課題を組み入れた 

今までにない手法提案であり、当社としてはエリアを対象とした今後のまち 

づくり事業のための足掛かりにしていきたいと考えております。 

空き家対策事業に関しては、日本の人口減少、東京都の超高齢化社会の到来

を前提に、一般家屋の空き家対策の社会実験や、既に問題が指摘され始めてい

る中古マンションの建て替え問題など、国や他自治体の動向を把握し、新しい
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ビジネスモデルを開拓するための調査研究を進めます。また、製造業ほかの区

内産業との連携事業や、当社が持つ人材ネットワークを駆使した人材派遣など

も視野に入れて検討を進めてまいります。 

 

 

(２) 新規事業に向けて社内体制の確立 

 新規事業を検討するにあたっては、第 3 セクターの立場を踏まえ、事業の 

公益性、事業規模、事業採算性等を充分検討しながら推進していきます。 

 なお、これ等を担う人材確保、組織整備等の執行体制の確立が課題となっ 

ており、平成２８年度から改善を進めています。 

従前から当社は６０歳から６５歳までの退職公務員が主力の人員体制で事 

業遂行されてきておりましたが、現在、この層の公共事業に精通した人材確 

保が困難な状況になってきています。これは、平成２６年から大田区で開始 

された新再任用制度で、段階的に６５歳まで大田区でフル雇用を行うことと 

なり、人材供給が希薄になりつつあります。 

 このような状況下で、当社は現在６５歳以上のベテランの継続雇用と共に、 

一定割合の固有職員採用を進めるため、平成２８年度から新給与体系を一部 

導入しました。今後とも合理的な人材確保を進めながら新しい課題に挑戦し 

ながら事業拡大を追求していきます。 

当社の特性である、地域に密着し官民をつなぐ事業展開とそれを担う社内 

体制づくりに努力していきます。 

 

(３) 経常利益の見通し 

 売上につきましては、今年度も引き続き大田区からの業務委託を受託する 

よう努力していきます。また、公共と民間の連携による「まちづくり」や関 

連する民間業務の拡大を図っていきます。 

  平成２８年度は自転車駐車場拡大とエリア管理業務を開始するにあたって 

１名の増員、今後の事業企画、官民協働による事業に必要な要員を１名確保 

しました。これによる経費の支出拡大は、平成２８年度第３１期中に収支バ 

ランスを定着させております。 

 今期は新しい売り上げの拡大要素がほとんどなく、新規事業に向けた研究 

開発経費の支出が予測されますが、これらを経営努力で吸収し将来につなげ 

ていきたいと考えております。 

 また、今期は２９期から検討を続けている中長期の組織方針、事業方針を引 
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き続き検討し、それに合わせた事業計画と雇用の体制を作る作業を持続的に進 

めていきます。 

  

 

           次期経常利益予測         （単位千円） 

    項   目  第 31 期 決算  

（平成 28 年度） 

  第 32 期 予測 

 （平成 29 年度） 

売上高  ２４０，２３３ ２３９，０３１ 

売上原価及び一般管理費   ２３７，５１７   ２３７，５１７ 

営業利益      ２，７１６      １，５１４ 

営業外利益・費用他      ９３２         ０ 

経常利益      ３，６４８     １，５１４ 

 

(４) 第３２期の事業目標 

・ 平成２６年度より高齢者住宅を全般的に管理する指定管理者としては、十 

分な管理能力と安定的な業務執行ができる状況になっていますが、今後とも 

業務の効率化、迅速化を更に進めるとともに、居住者の安心安全や居住環境 

の整備などのサービスの向上を図ります。 

併せて空家対策事業等、住宅に関する様々なニーズに対するサービスを 

拡大し、新規事業の開拓に着手します。併せて、特に技術系人材の確保に 

ついては年間を通じて取り組みます。 

 

・ 大田区や大田区内の関連各企業、まちづくり団体、自治会町会等の地縁団 

体、ＮＰＯ組織、福祉を担う地域の各専門団体等との連携を密にし、地域の 

住民の皆様の利便性向上や安心安全の確保、地域の活性化など、大田区のま 

ちづくりに関連するネットワークを構築し、事業化に繋げていきます。 

              

・ 社内体制の強化、事業拡充に必要な固定費を除き、支出の緊縮を厳守し売 

上の向上業務に対する会社全体のスキルアップをめざします。地域に貢献す 

るまちづくりの目標を実現するための目標共有と各社員のモチベーションを 

高めながら社内体制を確立し、従前事業のサービス向上、新規事業開拓を積 

極的に進めて安定的な事業確保を進めます。 
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 (５) 中長期の目標 

・ 当社は、第三セクターとしての立場や、今後の新規の事業拡大について 

事業継続による信用構築の使命を常に自覚し、常に時代に合った持続可能 

な会社として安定的な経営に向けた努力が必要です。 

   中長期の目標を実現するための事業と組織の改革に努め、社内体制の確 

立を更に進めていきます。 

  例えば、駅総合改善事業で取得した固定資産（京急蒲田３階駅舎及び鉄 

道施設）は、国・都・大田区・神奈川県・横浜市・川崎市から多額な補助 

金が当社に投入されています。この社会的資産を安定的に保持し続けるた 

めにも、持続的な安定経営は当社の社会的使命でもあります。 

                                

・   人口減少、少子高齢化社会の拡大など、社会的な課題を行政と共有し、当

社ができることを、株式会社形態という特徴ある立場を最大限に活かし 

て公共的事業、公益的事業を推進します。これらを進めるに当たっては、企

業のコンプライアンスを充分に自覚し、行政と民間の中間的な立場で、官民

を繋ぎながら柔軟な手法・対応で事業展開を進める事を基本として受注を更

に拡大します。 

 

・  当社の設立目的（定款）である「公民の中間支援」「まちづくり事業」の 

業務拡充のため、企画力、営業力の強化及び人材育成の強化等を目指して、 

会社の規模、執行体制の見直しなどの検討を進めていきます。併せて、地 

域ニーズの開拓、地域力の発揚、連携協働の態勢づくりなど、まちづくりに 

必要な研究・事業開発と手法の構築も進めます。駅舎に関連する駅周辺のま 

ちづくり等にも積極的に取り組みます。 

 

・  行政施設の維持管理業務については、今後とも効率化、迅速化を図り、サ 

ービスの向上に向けて常に新しい工夫・企画で業務改善を提案しながら、顧 

客第一、住民第一の姿勢で良好・良質な業務を遂行していきます。 

 

・  羽田空港国際化に伴う地元大田区のまちづくりに積極的に関与し、取り組 

 みを進めていきます。 
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